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はじめにはじめに

本資料は、お客さまや株主をはじめとするみなさま方に、当社における平成
１８年度の経営効率化の取り組み状況や収支実績をご紹介することを目的に、
会社業績の概要として取りまとめたものです。

ご高覧いただき、当社事業についてご理解賜りますようよろしくお願い申し
上げます。
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１．経営の総合目標１．経営の総合目標

総資産営業利益率は、これまで４％を上回
る水準を確保してきましたが、平成１７年４
月から電気料金引き下げを実施したことに伴
い、平成１７年度は３．８％に低下しました。
平成１８年度も７月から料金引き下げを実施
しましたが、需要の増加や効率化の推進など
により４.２％となり、１８～２２年度の５年
間平均の目標である４.０％以上を確保しまし

た。

自己資本比率は、これまで有利子負債の削
減などにより、着実に向上しています。平成
１７年度末は、既存再処理引当金の一括外部
積立に伴う資産・負債の増加により低下しま
したが、平成１８年度末は、２７.１％となり

ました。

（１）ＲＯＡ［総資産営業利益率］（連結）

（２）自己資本比率（連結）

1

4.7
4.4

4.2

3.8

4.2

2.0

3.0

4.0

5.0

14 15 16 17 18 22 （年度）

（％）

0.0

中期経営構想で掲げた

１８～２２年度平均

４.０％以上

（注）17年度以前の「自己資本比率」は、従来の「株主資本比率」を記載している。
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２．販売の拡大２．販売の拡大 2

2.8 3.3
4.2

5.2

6.4

8.3

10.7

0

5

10

15

20

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

(万戸)

（年度）

１８～２２年度の
５年間で

１０万戸の
増加を目指す

１８～２２年度の
５年間で

１０万戸の
増加を目指す

新築住宅（戸建＋集合）に占める

電化住宅の割合（％）
38.5(注)35.729.126.321.419.112.3（参考）

※「電化住宅普及戸数｣ には、

新築のほかリフォーム等も含む。

◇ 電化住宅普及戸数

注：１８年度は１９年２月までの実績

ハウスメーカーや地元工務店との連携など多様なチャネルを構築・活用することで電化住宅の普及促進に
努めた結果、平成１８年度は２３,８５６戸増加し、１８～２２年度の５年間で１０万戸増の目標に向けて着
実に増加しました。

１８年度

23,856戸
増加

＜電化住宅の普及促進＞
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３．経営効率化の推進（１／３）３．経営効率化の推進（１／３） 3

（２）修繕費

（１）設備投資

電力需要の増加や設備の経年化に対応し
て工事を進めておりますが、その実施にあ
たり、工事時期の見直し、機器仕様の標準
化、新工法の活用など効率化に努めた結果、
平成１８年度の設備投資額は、当初計画を
５２億円下回る４９５億円になりました。

グループ企業の技術力や人智を活用する
ことなどによりコスト低減に努めておりま
す。

平成１８年度の修繕費（販売電力量あた
り）は原子力発電所の定期検査が集中した
ことから２.２円／kWhとなりましたが、
１８～２０年度の３ヵ年平均では、前３ヵ
年平均を下回る見通しです。

◇当社設備投資額の推移 （附帯事業を含む）

◇当社修繕費（販売電力量あたり）の推移

18～20年度
平均で前3ヵ
年平均を下回
る見通し
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３．経営効率化の推進（２／３）３．経営効率化の推進（２／３） 4

伊方原子力発電所の過去１０年の設備利用率
は、概ね８０％以上の高水準を維持しており、
設備の効率的な運用を実現すると同時に、化石
燃料の使用抑制によるＣＯ２排出削減など環境
保全にも寄与しています。

平成１８年度の設備利用率は８３.０％となり、

１８～２０年度の３ヵ年平均でも、当初計画の
８３％程度を達成する見込みです。今後も、伊
方発電所の安全・安定運転を最優先に、効率的
な設備運用を継続してまいります。

（３）効率的な設備運用 ◇原子力発電所設備利用率の推移

（計画）

１８～２０年度
平均８３％程度

当社は、ウラン資源の有効利用の観点から、
伊方発電所３号機にウラン・プルトニウム混
合酸化物（MOX）燃料を採用する、いわゆ
るプルサーマル計画を進めています。

平成１８年１０月には地元愛媛県・伊方町
からプルサーマル導入について了解を頂き、
又１１月には三菱重工業（株）とＭＯＸ燃料
の加工契約を締結しました。

今後、地元の皆さまのご理解を得ながら、
安全を最優先に、平成２２年度（２０１０年
度）までの導入を目指し、計画を進めてまい
ります。

【主要経緯】

H16.  5. 10：当社が愛媛県・伊方町へプルサーマル導入の事前

協議申し入れ

9.   4：当社が伊方町にて地元説明会開催

11.   1：愛媛県・伊方町が原子炉設置変更許可の申請了解

H18.  3. 28：経済産業大臣が原子炉設置変更許可

6.  4：国が伊方町にてシンポジウム開催

7. 23：愛媛県が松山市・伊方町にて公開討論会開催

10. 13：愛媛県・伊方町がプルサーマル導入の了解

11. 28：当社がプルサーマルで使用するMOX燃料の加工契
約を三菱重工業（株）と締結

三菱重工業（株）は MOX燃料の製造をメロック
ス社（仏：MOX燃料製造会社）に委託

◆プルサーマル計画の推進
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３．経営効率化の推進（３／３）３．経営効率化の推進（３／３） 5

（４）電気料金の引き下げ

こうした経営全般にわたる効率化の成果により、平成８年１月以降、６回の料金引き下げを実施してい
ます。

なお、平成１８年７月には、新たな原子力バックエンド措置を反映するとともに、今後の効率化の成果
を織り込み、料金引き下げを実施しました。

▲２.５７％

▲４.２３％

▲５.２２％

▲５.２６％

▲６.５２％

▲７.３６％

改 定 率実 施 時 期

１０年 ２月

８年 １月

１８年 ７月

１７年 ４月

１４年１０月

１２年１０月

◇電気料金の引き下げ状況

（注）改定率は規制部門における燃料費調整額を反映した料金からの

引き下げ率を示す。
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４．グループ経営の推進４．グループ経営の推進 6

◇技術サポートの実施状況
生産設備・照明設備の省エネ診断や劣化機

器取替による設備効率の改善など、お客さま

が直面する様々な技術的課題に対して、当社

グループが保有する技術力・ノウハウを活用

してより良い解決策を提案する『技術サポー

ト活動』をグループ挙げて推進しており、平

成１８年度の提案件数は１,５００件を突破し

ました。このうち５８９件がお客さまに採用

されました。
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◇累計契約数

当社グループにおいて情報通信事業を担う

(株)STNetでは、お客さまがより快適な通信

サービスをご利用いただけるよう、高速・大

容量通信『ピカラ光サービス』を平成１６年

１０月から提供しております。平成１８年度

末の累計契約数は２万８千口となり、今後平

成２０年度までに６万契約を目指しています。

(目 標)

（１）ソリューションサービスの展開

（２）ＦＴＴＨ事業
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５．収支の状況５．収支の状況

収支の状況については、電気料金の引き下げに伴う影響はあるものの、販売の拡大や経営全般にわたる
効率化の推進などにより、安定した利益水準を確保しています。

なお、今後については、原子力バックエンドの追加負担や地球温暖化対策などのリスク要因が存在する
ことから、現行料金を維持するとともに、引き続き効率化を推進してまいります。

◆ 連結収支 ◆ 単独収支
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＜参考資料＞＜参考資料＞

5,2985,2175,2955,1295,334計

209180191157157そ の 他 収 益

経 常 利 益

計

そ の 他 費 用

支 払 利 息

修 繕 費

減 価 償 却 費

購 入 電 力 料

燃 料 費

人 件 費

地帯間・他社販売電力料

電 灯 電 力 料

477563682788749

803749663457537

経
常
費
用

552562631649722

4,5364,4744,4724,3234,454
経
常
収
益

628564636598637

763822858891962

595614527490453

１８１７１６１５Ｈ１４

1,4351,3711,3021,3281,343

192139171194265

378

4,750

402391453385

4,8964,8264,8424,949

（億円）

（注）億円未満は切り捨て表示。

（＄／ｂ）

（円／＄）

（％）

（％）

（百万
kWh）

63.655.838.829.427.4原 油 Ｃ Ｉ Ｆ

117.0113.2107.3113.2122.0為 替 レ ー ト

83.085.977.484.987.9原 子 力 利 用 率

(0.7%)

28,161

(2.8％)

27,968

(3.6％)

27,211

(0.1％)

26,273

(1.9％)

26,248

(対前年度伸び率)

電 灯 ･ 電 力 量

97.174.1123.3105.591.0出 水 率

１８１７１６１５Ｈ１４

◆ 収支実績［単独］

◆ 主要緒元
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